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ハード事業

維持管理

ハード事業

維持管理

内部管理

（平成18年度事業）

653

299

ハード事業

維持管理

維持管理

内部管理

内部管理

内部管理

維持管理

維持管理

内部管理

内部管理

工事業務

財産維持管理業務

補修業務

財産貸借・売却業務

共済業務

工事業務

財産維持管理業務

補修業務

財産貸借・売却業務

ベンチ

達成率

未利用市有地の有効活用や処分による増収

人件費、物件費などの経常経費の縮減

民営化、民間委託、指定管理者制度の導入による市民サービスの向上、行政コストの縮減

ＰＦＩ方式の活用、民間活力による公共コストの縮減

質の高い公共サービスの提供

4
目標
実績

恒久的に必要な事業である。

3
目標

達成率
実績

64.8
129.5

100.050.0

5,00010,000

3
・早急に売却可能資産の把握に努めるとともに、普通財
産台帳の整備を図ること。（データベース化）
・遊休地の売却促進、適正な価格での貸付、維持管理費
の節減（地区住民、ボランティア共助）を図ること。
・日生、吉永総合支所と事務の統合を図ること。

二次評価者コメント

町内会や社会福祉法人等に無償あるいは減免貸付
を行っているケースが多数あることから、目的に
応じた見直しをする。

マーク
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財産管理事業
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この施策に要した費用（人件費込、単位：千円）
H17

施策を構成する事務事業名

1,151

14,254
施策の対象と目的

(誰のために、何の
ために)

判断理由

H19

現況と課題
②

(総合計画から現在
の問題点を抽出)

判断理由

172

二次評価一次評価

氏名
企画財政部長
玉垣　和志

役職

同左

本庁、支所の事務仕分けを行い、低コストで
効果的な管理を行うこと。

本庁、支所の事務仕分けを行い、低コストで
効果的な管理を行うこと。

19年度決算分から総務省方式改定モデルによる貸借対
照表を作成するため、早急に売却可能資産の調査を行
うこと。
同左

3

4

2

２　事業構成の適当性

今後の展開・
協働の可能性・
事業の見直し等
の担当への指示

３　施策の有効性

（財産収入-財産売払
収入）/財産管理費用
×100

売却可能財産は年々
減少していく

指標の説明

１　目的達成度
財産売払収入、財産貸付収入は将来的には減少し
ていくので、維持管理費等の歳出縮減に努める。

５：非常に高い　４：高い　３：どちらともいえない　２：低い　１：非常に低い

優先順位

実施主体

都市整備課 宅地及び遊休土地の共同入札による売払い

財産収入対財産管理費用比率

43.3

施策に対する成果指標名
H17

財産売払収入額
目標

50.0
58.0
116.0

1

目標値

H18 H23

評価年度

H28

達成率

3

4

実績
目標 80.0

単
位

☆

☆☆
☆☆

H19

直　接
事業費

直　接
事業費

☆☆☆
☆☆
☆

その他

☆

☆☆☆

☆

☆☆
☆☆

0 0

担　当　課　長　評　価

☆☆☆

☆☆☆
☆☆

☆

☆

新規に必要な事業・連携が必要な事業

宅地造成分譲事業

1,445
5,882

☆

そ　の　説　明

H18

54,946 39,775

997

2 24,346 20,685
47,791

実績
44.9

54,261

達成率

財産維持管理業務

施策の体系
大項目（基本目標）

中項目（基本施策）

健全で自立したまちづくり

簡素で効率的な行財政運営

Ａ ～ Ｅ

補修業務

財産貸借・売却業務

共済業務

B
共済業務

工事業務

備　前　市　施　策　評　価　シ　ー　ト

3,082

(総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出)

③
施策展開

人件費

事務事業

評価結果

人件費
直　接
事業費

人件費

細事業一覧表 事業
分類

H17 H18

事業費（単位：千円）

(高 ～ 低)

1

　利用者や近隣住民の利便性を考慮し、所管する市有財産の適正な維持管理、貸付、処分を行い、低コス
トで効率的な財産管理を行う。

未利用市有地等の元となる普通財産台帳が未整備であり、早急に整備を行わなければならない。

3,373

重要度（%）

満足度（%）

評価評価

平成20年度
予算の方向性

減　配　分

売却可能資産の把握の中で、売却可能なものがあれば早急に売却すること。
公会計制度の進展によっては、予想以上に早期に普通財産以外の資産を測量、評価する必要が
生じる可能性がある。また、実施に際し多額の経費を要することから、事前に良く調査研究し
ておくこと。

項　目

H21H20

調査結果に対するコメ
ント、市民の反応等

市有地の貸付や払い下げ等の要望がある。調査対象でない
施策の場合は、
市民の反応等

H19調査年度

施　策　名
（小項目）

財政（財産管理関係）

財政課長作
成
者

役職コード

06-01-08
氏名 藤　原　一　徳

電話

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要

重　　　要　　　度

満

足

度

平　均

高低

高

低

-45

-35

-25

-15

-5

5

15

25

35

0 10 20 30 40 50

重要度

満
足
度

備前市総合計画の内容から記載する

⑤　施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）

⑥　施策構成事務事業の評価

⑧　施策の評価

⑦　⑥以外で、目標達成に必要な新規事業及び連携させる他部署の事業

④市民意識調査による施策の重要度・満足度


